
（事業の区分等） 

第２条 当社が行う認定等の事業は、端末機器の技術基準適合認定等に関する規則（平成１６年総務省令

第１５号、以下「認定等規則」という。）第４条に定める事業とし、次のとおりとする。 

（１） 通話の用に供する端末機器

（２） 前号以外の端末機器

２ 当社が基準設計認証及び基準認定の対象とする端末機器は、認定等規則第３条に定める端末機器とす

る。 

（１） アナログ電話用設備（電話用設備（電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であって、主とし

て音声の伝送交換を目的とする電気通信役務の用に供するものをいう。以下同じ。）であって、端末設

備又は自営電気通信設備を接続する点においてアナログ信号を入出力とするものをいう。）又は移動

電話用設備（電話用設備であって、端末設備又は自営電気通信設備との接続において電波を使用す

るものをいう。）に接続される電話機、構内交換設備、ボタン電話装置、変復調装置、ファクシミリその他

総務大臣が別に告示する端末機器（第三号に掲げるものを除く。）

（２） インターネットプロトコル電話用設備（電話用設備（電気通信番号規則（令和元年総務省令第四号）

別表の一に規定する電気通信番号を用いて提供する音声伝送役務の用に供するものに限る。）であ

って、端末設備又は自営電気通信設備との接続においてインターネットプロトコルを使用するものをい

う。）に接続される電話機、構内交換設備、ボタン電話装置、符号変換装置（インターネットプロトコルと

音声信号を相互に符号変換する装置をいう。）、ファクシミリその他呼の制御を行う端末機器

（３） インターネットプロトコル移動電話用設備（移動電話用設備（電気通信番号規則別表の四に規定

する電気通信番号を用いて提供する音声伝送役務の用に供するものに限る。）であって、端末設

備又は自営電気通信設備との接続においてインターネットプロトコルを使用するものをいう。）に接

続される端末機器

（４） 無線呼出用設備（電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であって、無線によって利用者に

対する呼出し（これに付随する通報を含む。）を行うことを目的とする電気通信役務の用に供するものを

いう。）に接続される端末機器

（５） 総合デジタル通信用設備（電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であって、主として六四キ

ロビット毎秒を単位とするデジタル信号の伝送速度により符号、音声その他の音響又は影像を統合し

て伝送交換することを目的とする電気通信役務の用に供するものをいう。）に接続される端末機器 

（６） 専用通信回線設備（電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であって、特定の利用者に当該

設備を専用させる電気通信役務の用に供するものをいう。）又はデジタルデータ伝送用設備（電気通

信事業の用に供する電気通信回線設備であって、デジタル方式により専ら符号又は影像の伝送交換

を目的とする電気通信役務の用に供するものをいう。）に接続される端末機器（以下「専用通信回線設

備等端末」という。）。また、以下「専用通信回線設備等」とは、専用通信回線設備又はデジタルデータ

伝送用設備をいう。

３ 当社が条件設計認証及び条件認定の対象とする端末機器は次のとおりとする。 

（１） 移動通信端末



イ 事業用設備との接続において電波を使用する端末機器

ロ 移動用基地局設備に電波を使用して接続するための回線終端装置に接続する端末機器。ただし、

その接続の技術的条件の規定内容が、通信信号の電気的条件のみのものは、次号の専用通信回線

設備等端末とする。

（２） 専用通信回線設備等端末

専用通信回線設備、デジタルデータ伝送用設備に接続する端末機器及び技術的条件の規定が電気

的・光学的条件となっている事業用設備に接続する端末機器

（３） インターネットプロトコル電話用設備に接続する端末機器

（４） インターネットプロトコル移動電話用設備に接続する端末機器

（５） その他の通信端末

前3号以外の技術的条件が定められている事業用設備に接続する端末機器（移動用通信端末以外）で、

網制御信号に関する規定が技術的条件で規定（技術基準の準用規定を含む。）されている事業用設備

に接続する端末機器


